
開 催 日 時
2026年６月23日（火曜日）午前10時

（受付開始 午前９時30分）

開 催 場 所
東京都中央区日本橋茅場町三丁目2番10号
鉄鋼会館 8階会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

議決権行使期限
2026年６月22日（月曜日）午後５時30分まで

第103回
定時株主総会
招 集 ご 通 知

株主総会ご出席者へのお土産のご用意は
ございません。
何卒ご理解賜りますよう宜しくお願い
申し上げます。

証券コード 2114
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（証券コード2114）
2026年６月５日

（電子提供措置の開始日2026年６月１日）
株 主 各 位

東 京 都 中 央 区 日 本 橋 兜 町 ６ 番 ７ 号

代表取締役社長 曾 我 英 俊

第103回 定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第103回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第103回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト（https://www.fuji-nihon.com/ir/stock-information/）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東京証券取引所ウェブサイト
（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
上記ウェブサイトにアクセスいただき、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、

「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択の上、ご覧ください。

なお、当日ご出席願えない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することが
できますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただきまして、2026年６月22日
（月曜日）午後５時30分までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記
１．日 時 2026年６月23日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目2番10号

鉄鋼会館 ８階会議室
３．株主総会の目的事項

報告事項 １．第103期（自
至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

1
31

日
日）事業報告、連結計算書類ならびに会計監査

人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第103期（自
至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

1
31

日
日）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 取締役５名選任の件
第２号議案 監査役1名選任の件
第３号議案 補欠監査役1名選任の件
第４号議案 会計監査人選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

◎定時株主総会終了後、株主説明会の開催を予定しておりますので、引き続きご参加いただきますようお
願い申し上げます。

◎ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。なお、法
令および当社定款の規定に基づき、次の事項を除いております。なお、監査役および会計監査人は次の
事項を含む監査対象書類を監査しております。
・事業報告の「会社の体制および方針」のうち、「業務の適正を確保するための体制」
および「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただ
きます。
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「第103回定時株主総会招集ご通知」をご参照の上、以下のいずれかの方法にて議決権をご行使くださいま
すようお願い申し上げます。

議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席の株主様

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
※�裏表紙の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

株主総会開催日時

2026年6月23日（火）
午前10時

株主総会の議決権行使を事前に行使いただける株主様

議決権行使書用紙に賛否を記入し、
ご返送ください。議決権行使書面に
おいて、議案に賛否の表示がない場
合は、賛成の意思表示をされたもの
として取り扱わせていただきます。

郵送
2026年6月22日（月）
午後5時30分までに到着

行使期限

インターネット
議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）
にアクセスしていただき、賛否をご入力ください。

2026年6月22日（月）
午後5時30分まで

行使期限

詳細は次ページをご覧ください。
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて
インターネットにより議決権を行使される際は、次の事項をご確認の上、パソコン、スマートフォンなど
から、議決権行使サイトにアクセスし、画面の案内に従ってご行使くださいますようお願い申し上げま
す。

ご注意事項
⃝�午前２時30分から午前４時30分はご利用いただけません。
⃝�複数回にわたり行使された場合の議決権の取扱い
（1）�議決権行使書用紙の郵送とインターネットの双方により

重複して議決権を行使された場合は、インターネット
による議決権行使の内容を有効とさせていただきます。

（2）�インターネットにより複数回にわたり議決権を行使さ
れた場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。

⃝�インターネット接続料、通信料等、議決権行使サイトへのア
クセスに際して発生する費用は株主様のご負担となります。

⃝ システム等に関するお問い合わせ ⃝

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）
0120-173-027（午前9時〜午後9時、通話料無料）

QRコードを読み取る方法
（スマートフォンなどから）

「ログインID」「パスワード」を
入力する方法

1�議決権行使サイトへアクセス
https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使サイトにお
いて、議決権行使書用
紙に記載された「ログ
インID」および「仮パ
スワード」をご入力く
ださい。

2ログイン

3�画面の案内に従い、議案の賛否をご入力くだ
さい。

2�画面の案内に従い、議案の賛否をご入力くだ
さい。

1�議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。
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株主総会参考書類

第１号議案 取締役５名選任の件
取締役全員５名は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５

名の選任をお願いいたしたいと存じます。取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

そ が ひで とし
曾 我 英 俊

1981年４月 日商岩井㈱（現双日㈱）入社
2010年 6 月 ㈱JALUX 執行役員
2011年４月 双日㈱ 生活産業部門食料資源本部

食料事業部部長
2013年４月 双日豪州会社 代表取締役社長

双日ニュージーランド会社 代表取締役社長
2018年４月 双日食料㈱ 代表取締役社長
2021年６月 当社 取締役
2022年４月 双日食料㈱ 会長
2023年６月 太平洋製糖㈱ 取締役（現任）

ユニテックフーズ㈱ 取締役
㈱Tastable 取締役
当社 代表取締役社長（現任）

2023年７月 Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd. 取締役
2023年９月 FUJI NIHON (Thailand）Co.,Ltd. 取締役

DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd. 取締役（現任）
2024年４月 All Asian Countertrade, Inc. 取締役 (現任)
2025年３月 Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd. 取締役 (現任)

10,800 株（1 9 5 9 年
３月15日生）

再任

【取締役候補者とした理由】
国内外の企業の経営に携わり、その経歴を通じて培った経営の専門家としての経験や知識を活かし、
2023年6月より代表取締役社長を務めております。これらの経験や実績を活かし、当社グループのさ
らなる成長と企業価値向上に貢献することを期待し、引き続き、取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２

たに つ ゆう じ
谷 津 裕 司

（1 9 6 9年
1月13日生）

再任

1991年４月 PIAA㈱ 入社
1999年 4 月 日本精糖㈱ 入社
2019年 7 月 当社 砂糖本部清水営業部部長
2022年 7 月 当社 砂糖本部副本部長
2023年 6 月 当社 執行役員砂糖本部副本部長
2024年 6 月 協立食品㈱（現フジ日本商事㈱）

代表取締役社長
2024年 9 月 南栄糖業㈱ 取締役（現任）
2025年 2 月 当社 執行役員砂糖本部本部長
2025年 4 月 当社 執行役員 糖類事業部部長
2025年 5 月 フジ日本商事㈱ 取締役（現任）
2025年 6 月 当社 取締役執行役員 糖類事業部部長（現任）

太平洋製糖㈱ 取締役（現任）

10,700株

【取締役候補者とした理由】
当社砂糖部門における長年の経験と幅広い見識を当社経営に活かすことを期待し、引き
続き、取締役候補者といたしました。

３

たか はし あき ひこ
髙 橋 明 彦

（1 9 5 5年
１月26日生）
再任 社外

1977年４月 鈴与㈱ 入社
2005年７月 同社 国際室専務付き特命事項担当部長
2005年11月 同社 物流企画室室長
2007年６月 SUZUYO(THAILAND)Ltd. President
2010年11月 鈴与㈱ 取締役
2011年11月 同社 常務取締役
2016年11月 同社 専務取締役
2018年11月 同社 取締役副社長
2020年６月 当社 取締役（現任）

静岡エフエム放送㈱(現㈱エフエムし
みず静岡) 取締役 （現任）

2021年 6 月 清水港振興㈱ 代表取締役（現任）
2025年11月 鈴与㈱ 代表取締役副社長（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
鈴与㈱の経営に携わり、その経歴を通じて培った経営の専門家としての経験・見識から
の視点に基づく経営の監督とチェック機能を期待し、引き続き、社外取締役として選任
をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４

おお こし

大 越 い づ み

（1 9 6 4年
4月29日生）
再任 社外

1989年10月 ㈱社会工学研究所 入社
1995年 5 月 ワーナーランバート㈱ 入社
1998年 1 月 ㈱電通 入社
2020年 3 月 ㈱電通グループ 取締役（監査等委員）
2024年 4 月 ㈱チェンジホールディングス 執行役員（現任）
2024年 5 月 東宝㈱ 取締役（監査等委員）（現任）
2024年 6 月 当社 取締役（現任）

㈱SRAホールディングス 取締役（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
これまで培ってきたビジネス経験を当社の経営に活かしていただくことを期待し、
引き続き、社外取締役として選任をお願いするものであります。

５

す どう たく や
須 藤 拓 也

（1 9 7 3年
9月8日生）
新任 社外

1997年 4 月 日商岩井㈱（現双日㈱）入社
2006年 1 月 双日アジア会社(シンガポール) 食料部
2010年５月 双日ベトナム会社 食料部
2012年 4 月 双日㈱ 生活産業部門食料資源本部 穀物飼料部穀物課 課長
2014年 4 月 CGG TRADING S.A. Director
2016年 5 月 双日㈱ 食料・アグリビジネス本部 飼料原料部海外事業課 課長
2018年10月 同社 食料・アグリビジネス本部 ベ

トナム事業推進室 課長
2022年 4 月 同社 生活産業・アグリビジネス本部 食料事業部 部長
2025年 4 月 同社 生活産業・アグリビジネス本部 企画業務室 室長（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】
これまで培ってきたビジネス経験を当社の経営に活かしていただくことを期待し、
社外取締役として選任をお願いするものであります。

（注）１．髙橋明彦、大越いづみおよび須藤拓也の各氏は社外取締役候補者であります。なお、髙橋明彦、大
越いづみの両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ており
ます。

２．当社と髙橋明彦、大越いづみの両氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度
額であります。両氏の再任が承認された場合、当社は両氏との間で当該責任限定契約を継続する予
定であります。また、須藤拓也氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で、同様の責任限定
契約を締結する予定であります。
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３．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し
責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、
当該保険契約により補填することとしております。各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険
契約の被保険者となり、2026年12月に同内容で更新する予定であります。

４．須藤拓也氏は、当社の議決権比率の31.78％を保有する主要株主である双日㈱生活産業・アグリビジ
ネス本部企画業務室室長の役職にあります。また、当社と同社との間には商品供給等の取引があり
ます。

５．社外取締役候補者が過去5年間に他の株式会社の取締役または監査役に就任していた場合において、
その在任中に当該株式会社で不当な業務執行が行われた事実について
大越いづみ氏が株式会社電通グループの取締役監査等委員として在任中の2023年２月に東京

2020オリンピック・パラリンピック競技大会におけるテストイベントの入札事業に関して、同社の
子会社従業員１名が独占禁止法違反の疑いで公正取引委員会から刑事告発され、東京地方検察庁に
より起訴されました。また、同法の両罰規定により、同社が法人として起訴されました。同氏は、
当該行為を事前に認識しておりませんでしたが、取締役会や監査等委員会において、日頃から法令
遵守等の観点から業務執行の監視・監督を適切に行っておりました。当該事案判明後は、社内によ
る調査および第三者調査委員会の設置等に関する適切性・妥当性の監督を行うとともに、グローバ
ルレベルでの企業文化・組織文化・社風の変革と醸成を重要課題として取り組むことに注力されま
した。

６．髙橋明彦氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって６年間であります。
７．大越いづみ氏の社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年間であります。
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第２号議案 監査役１名選任の件
監査役 藤田世潤氏は本総会終結の時をもって辞任いたしますので、監査役１名の選任をお願

いいたしたいと存じます。なお、服部一利氏は藤田世潤氏の補欠として選任されることとなりま
すので、その任期は当社定款第34条により、退任された監査役の任期の満了すべき時までとな
ります。また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。監査役候補者は、次の
とおりであります。

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

はっ とり かず とし
服 部 一 利

（1 9 6 7 年
3月5日生）

1988年10月 サンワ・トーマツ青木監査法人 (現有限
責任監査法人トーマツ) 入所

2005年 6 月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人
トーマツ）社員

2011年 4 月 早稲田大学大学院 非常勤講師（現任）
2018年 8 月 デロイトトーマツグループ 内部監査室室長
2022年11月 服部一利公認会計士事務所開設 所長（現任）
2024年 6 月 大東京信用組合 監事（現任）

0株

【社外監査役候補者とした理由】
公認会計士の資格を有しており、企業会計や内部監査に関する豊富な経験と幅広い見識をも
とに、中立かつ客観的な立場で、当社の経営全般の監督に活かしていただきたく、社外監査
役として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役
として、その職務を適切に遂行していただけると判断しております。

（注） 1. 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
2. 服部一利氏の選任が承認された場合、当社と同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額であります。

3. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責
任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該
保険契約により補填することとしております。服部一利氏が監査役に就任された場合、当該保険契
約の被保険者となり、2026年12月に同内容で更新する予定であります。

4. 服部一利氏は社外監査役候補者であります。また、同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員
の候補者であります。
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第３号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いい

たしたいと存じます。
なお、その選任の効力は就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりその

選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

ほそ の かず とし
細 野 和 寿

（1 9 6 ８ 年
11月8日生）

1992年10月 監査法人トーマツ（現有限責任監査法人ト
ーマツ）東京事務所 入所

2012年 7 月 有限責任監査法人トーマツ パートナー
2025年６月 日本公認会計士協会神奈川県会副会長（現任）
2025年 7 月 日本公認会計士協会理事（現任）
2025年11月 細野和寿公認会計士事務所開設 所長（現任）

0株

【補欠の社外監査役候補者とした理由】
公認会計士として豊富な経験および知見を有しており、このような経験をもとに、中立かつ
客観的な立場で、当社の経営全般の監督に活かしていただきたく、補欠の社外監査役候補者
として選任をお願いするものであります。
なお、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により補欠の社外
監査役として、その職務を適切に遂行していただけると判断しております。
（注）１．候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

２．細野和寿氏は補欠の社外監査役候補者であります。
３．細野和寿氏が社外監査役に就任された場合、当社と同氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第
425条第１項に定める最低責任限度額であります。

４．当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責
任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を、当該
保険契約により補填することとしております。細野和寿氏が社外監査役に就任された場合、当該保
険契約の被保険者に含まれることとなります。

５．細野和寿氏が社外監査役に就任された場合は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満
たしており、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
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第４号議案 会計監査人選任の件
当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、本総会終結の時をもって任期満了によ

り退任となりますので、監査役会の決定に基づき、新たに会計監査人として監査法人日本橋事務
所の選任をお願いするものであります。
監査役会が監査法人日本橋事務所を会計監査人候補者として選定した理由は、新たな視点での

監査が期待できることに加え、同法人の専門性、独立性、品質管理体制及び効率性が当社の事業
規模に適していること、並びに監査費用の相当性等を総合的に勘案した結果、当社の会計監査人
として適任であると判断したためであります。
会計監査人候補者は、次のとおりであります。

2026年4月末現在
法 人 名 称 監査法人日本橋事務所
主 た る 事 務 所 東京都中央区京橋1丁目10番7号

沿 革
1952年 創業
1969年 監査法人へ改組
2014年 Baker Tilly Internationalに加盟

関 与 企 業 会 社 数 53社
資 本 金 30百万円

構 成 人 員

パ ー ト ナ ー 16名
公 認 会 計 士 36名
公 認 会 計 士 試 験 合 格 者 4名
監 査 補 助 職 員 18名
そ の 他 事 務 職 員 等 5名
合 計 79名

以 上
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事 業 報 告

（2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項
１．事業の経過および成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、緩やかな回復基調で

推移しました。一方で、物価上昇や為替変動の影響を受け、生活コストの高止まりが続きまし
た。また、ウクライナ情勢の長期化や中東地域における紛争の激化により、原油価格が上昇する
など資源・エネルギー価格を巡る不透明感が高まっており、経済の先行きについては引き続き不
透明感が意識される状況となっております。
このような環境下、当社グループでは、2024年４月に中期経営計画「CHANGE 2028」を

策定し、１．東南アジアでの事業拡大、２．フードサイエンス領域の事業創出、３．M&Aを軸
とした成長投資、４．ビジョン実現に向けた強い組織づくり、５．IRの強化と株主還元の５つの
重点テーマで策定した計画を推進し、実績は堅調に推移しております。
当連結会計年度の業績は、売上高28,443百万円（前年同期比0.8％増）、営業利益3,554百万

円（同9.9％増）、経常利益3,773百万円（同3.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は
3,220百万円（同13.2％増）の増収増益となりました。
セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、当社は、2025年４月１日付で組織変更

を実施し、経営管理区分を変更いたしました。これに伴い、当連結会計年度より、従来「その
他」に含まれていたFUJI NIHON (Thailand) Co.,Ltd.の営む事業等を、「機能性素材事業」セ
グメントに移管しております。また、当連結会計年度よりセグメント名称を従来の「精糖事業」
から、「糖類事業」に変更しております。

【糖類事業】
海外原糖市況は、期初に￠18.89（１ポンド当たり）で始まり、ブラジルにおける乾燥懸念を

背景に一時￠19.63まで上昇しました。その後、貿易摩擦への懸念や世界的な供給増加観測を受
け、下落基調に転じ、６月末には￠15.48を付けました。以降も軟調に推移する中、ブラジル中
南部の天候不順を背景に一時的に持ち直しましたが、インドおよびタイの生産回復見通しや原油
安を受けて再び下落し、￠15前後で推移しました。年明け以降もインドやタイの生産増加見通
しを受けて上値の重い展開が続き、一時￠13台まで下落する場面も見られました。中東情勢の
緊張を背景とした原油価格の上昇や投機筋の売りポジション解消の動きから相場は一時￠16近
くまで上昇したものの、ブラジルにおける砂糖生産増加の影響により上値は限定的となり、
￠15.52で期末を迎えました。
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一方、国内製品市況は、期初東京現物相場（日本経済新聞掲載）249円〜251円（上白大袋１
キログラム当たり）で始まり、11月26日に241円〜243円（上白大袋１キログラム当たり、小
袋は対象外）と約7年ぶりの値下げ改定となりました。大阪万博が10月中旬に閉幕しましたが、
訪日客は継続して増加傾向が続き、インバウンド需要により外食関連や土産を含む菓子向けの出
荷は好調に推移しました。物価高による節約志向の影響もあり、飲料関連の販売が低調となった
ものの通期では前年同期比増で販売終了しました。コスト面では営業体制の強化を図り、品質管
理を徹底して製品の安定供給に取り組むことで顧客満足度を高め、堅実で安定した原料調達を図
り、コスト削減に努めました。以上の結果、売上高13,444百万円（前年同期比2.6％減）、営業
利益2,507百万円（同0.9％減）の減収減益となりました。

NY先物価格 月別平均相場（原糖）
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東京現物 月別平均相場（上白大袋）

【機能性素材事業】
機能性食品素材「イヌリン」は、原材料コストの上昇や為替変動による影響を受けるなか、国

内販売では加工食品向けが苦戦したものの、機能性表示食品など健康機能商品への採用増によ
り、販売数量は前年同期比増となりました。連結子会社Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.では、
タイ国および東南アジア各国において大手ユーザー向けの販売が増加し、新たな販売国も増えた
ことにより、前年同期比で大幅増となりました。
連結子会社ユニテックフーズ株式会社では、コラーゲンを中心に売上数量を伸ばし、ODM・

商品開発コンサルティング事業にも注力した結果、増収増益となりました。
以上の結果、売上高14,121百万円（前年同期比4.7％増）、営業利益1,646百万円（同28.1％

増）の増収増益となりました。

【不動産事業】
不動産事業は、2023年９月旧本社跡地に「東横ＩＮＮ茅場町駅」を建設し、賃貸を開始し収

益貢献したものの、2025年3月期第４四半期に資産効率向上の一環として東京都、神奈川県、
長野県所在の３物件を売却処分したことに伴い、売上高633百万円（前年同期比2.7％減）、営業
利益581百万円（同0.2％増）の減収増益となりました。
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２．対処すべき課題
今後のわが国の経済は、米国の政権交代に伴う政策による不安定な経済環境のなか、人口減少

による市場規模の縮小、少子高齢化による労働力不足、業態を超えた販売競争のほか、エネルギ
ー価格や原材料価格の高止まりに加え、長引く円安など依然として厳しい経営環境が続くものと
思われます。
当社グループは、このような経営環境に対応するため、５ヵ年の中期経営計画「CHANGE

2028」をスタートし、実績は順調に推移しております。
糖類事業につきましては、インバウンド需要による菓子関係や外食関係が引き続き好調に推移

する傾向にあります。一方で加糖調製品や他甘味料の浸食、少子高齢化などによる砂糖の消費減
少傾向は続いております。当社グループは、引き続き営業体制強化を図り、品質管理を徹底して
製品の安定供給に取り組むことで顧客満足度を高め、堅実で安定した原材料仕入れを図りながら
更なるコスト削減に努めてまいります。
機能性素材事業につきましては、機能性食品素材イヌリンの国内販売において、肌機能を含め

た新たな機能性による既存顧客の深耕及び新規顧客獲得による販売数量拡大、新製品（液状品な
ど）、付加価値製品の試作、製品化を図ってまいります。海外販売においては、東南アジアでの
商圏回復を目指すとともに、各国環境規制への適合に向けた対応の実行、生産設備拡張による増
産体制の確立を図ってまいります。連結子会社ユニテックフーズ株式会社では、ペクチンをはじ
めとする既存の増粘多糖類の拡販をし、長年蓄積してきた技術力を活かして、ODM事業など、
新たな付加価値の提供を目指してまいります。
不動産事業につきましては、引き続き、自社所有賃貸物件の維持管理による安定収益の確保に

努めてまいります。
また、新たに参入したキャッサバでん粉製造販売事業及びその周辺事業においては、パートナ

ーのタイ国上場企業であるThai Wah Public Company Ltd.と連携して、付加価値商品の開発
と販売を通じ、企業価値向上を目指してまいります。
以上のとおり、当社は各事業における収益力の一層の向上を図り、安定した収益体制を構築し

ながら、将来の中核となる新規事業、新製品を開発する投資やМ＆Ａを実行し、海外事業を積極
的に展開することで企業の活力を高めるように努める所存であります。
今後とも当社の企業理念の「夢のあるたくましい会社」を目指し、５つの経営方針に基づき株

主、取引先、社員の満足度を高め、食文化による豊かな生活づくりを通じて社会に貢献し、人材
を育成して会社の価値を高めることにさらなる努力をしてまいります。
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経営方針
① 顧客第一主義の徹底
② 会社の発展と共に社員が成長する企業文化の形成
③ 公正で透明性のある企業活動の推進
④ 社会に評価される企業価値の向上
⑤ 社会に貢献する企業市民活動の充実

３．設備投資および資金調達の状況
当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は898百万円であり、取得した主な設備は次の

とおりであります。
Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd. イヌリン工場拡張工事 594百万円

上記の所要資金は、主として金融機関からの借入金により充当いたしました。

４．財産および損益の状況の推移

区 分
2022年度
第 100 期

2023年度
第 101 期

2024年度
第 102 期

2025年度
第 103 期
（当期）

売 上 高（百万円） 22,677 25,889 28,209 28,443
経 常 利 益（百万円） 2,124 3,202 3,651 3,773
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 1,672 2,370 2,845 3,220
１株当たり当期純利益（円） 31.15 44.13 53.70 62.77
総 資 産（百万円） 28,256 32,419 33,761 38,732
純 資 産（百万円） 21,514 23,851 23,874 27,944
（注）１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。

当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。
そのため、第100期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益金額を算定して
おります。
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５．重要な親会社および子会社の状況
（1）親会社の状況

該当事項はありません。
（2）重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当 社 の
議決権比率 主要な事業内容

フジ日本商事㈱ 20百万円 100％ 砂糖、食料品の販売
不動産の保守管理

ユニテックフーズ㈱ 300百万円 100％ 食品添加物、農産加工品、
機能性素材等の加工、販売

Fuji Nihon Thai Inulin
Co.,Ltd. 370百万バーツ 100％ 機能性食品素材「イヌリン」の

製造販売
FUJI NIHON
（Thailand）Co.,Ltd. 402百万バーツ 100％ 機能性食品素材「イヌリン」

および各種食品に関する事業等
UNITEC FOODS
KOREA Co.,Ltd. 300百万ウォン 100

（100
％
％）

食品添加物の製造・販売
食品原料の輸出入

㈱Tastable 90百万円 70
（70

％
％）

差別化されたコンセプト食品
（最終加工商品）の開発、設計、
販売

（注）「当社の議決権比率」欄の（ ）内は間接所有の議決権比率（内数）であります。

６．主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは、糖類事業（精製糖、砂糖関連製品の製造販売）のほか機能性素材事業（イ

ヌリン、カテキン製剤などの食品添加物の製造販売、ペクチン等の機能性食品素材の仕入販
売）および不動産事業を主たる業務として行っております。
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７．主要な営業所および工場（2026年３月31日現在）
（1）当社

本社……東京都中央区
工場……静岡県静岡市
上記のほか、関連会社の太平洋製糖㈱において精製糖の生産を委託しておりま
す。

（2）子会社
フジ日本商事㈱ ………………………………東京都中央区
ユニテックフーズ㈱……………………………東京都中央区
Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.
本社………………………………………………タイ王国バンコク都
工場………………………………………………タイ王国ラチャブリ県
FUJI NIHON（Thailand）Co.,Ltd. ………タイ王国バンコク都
UNITEC FOODS KOREA Co.,Ltd. ………大韓民国仁川広域市
㈱Tastable ……………………………………東京都中央区

８．従業員の状況（2026年３月31日現在）
従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

254名 13名増
（注）従業員数には、嘱託等9名および準社員4名は含んでおりません。

９．主要な借入先（2026年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

㈱ 三 井 住 友 銀 行 1,836百万円
㈱ み ず ほ 銀 行 519
㈱ 国 際 協 力 銀 行 1,628
㈱ 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 600
㈱ 静 岡 銀 行 140
㈱ 清 水 銀 行 100
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Ⅱ．会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）
１．発行可能株式総数 200,000,000株
２．発行済株式の総数 51,437,400株（自己株式137,228株を含む）
３．株 主 数 26,344名
４．大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
双 日 ㈱ 16,306 千株 31.78 ％

和 田 製 糖 ㈱ 4,911 9.57
鈴 与 ㈱ 3,805 7.41
塩 水 港 精 糖 ㈱ 2,540 4.95
㈱ 静 岡 銀 行 1,584 3.08
㈱ 榎 本 武 平 商 店 1,516 2.95
小 倉 運 輸 ㈲ 1,338 2.60
新 潟 県 砂 糖 卸 荷 受 商 業 協 同 組 合 1,200 2.33
双 日 食 料 ㈱ 848 1.65
㈱ ヤ ク ル ト 本 社 680 1.32

（注）持株比率は自己株式（137千株）を控除して計算しております。
当社は2026年1月1日付で、普通株式1株につき２株の割合で株式分割を実施しており、同日付で発行可能
株式総数が110,000,000株から200,000,000株、発行済株式総数は25,718,700株から51,437,400株と
なりました。
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Ⅲ．会社役員に関する事項
１．取締役および監査役に関する事項（2026年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 曾 我 英 俊
DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd. 取締役
太平洋製糖㈱ 取締役
All Asian Countertrade, Inc. 取締役
Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd. 取締役

取 締 役 谷 津 裕 司
執行役員 糖類事業部 部長
フジ日本商事㈱ 取締役
太平洋製糖㈱ 取締役
南栄糖業㈱ 取締役

取 締 役 髙 橋 明 彦
鈴与㈱ 代表取締役副社長
㈱エフエムしみず静岡 取締役
清水港振興㈱ 代表取締役

取 締 役 埴 原 正 和 双日㈱ リテール・コンシューマーサービス本部担当顧問
双日インフィニティ㈱ 取締役

取 締 役 大 越 いづみ
㈱チェンジホールディングス 執行役員
東宝㈱取締役（監査等委員）
㈱SRAホールディングス 取締役

監 査 役（常勤） 梶 田 伸 哉 フジ日本商事㈱ 監査役
太平洋製糖㈱ 監査役

監 査 役 藤 田 世 潤 銀座K.T.C税理士法人 パートナー

監 査 役 二 宮 照 興 丸市綜合法律事務所 弁護士
㈱東京エネシス 社外取締役（監査等委員）

（注）１．取締役のうち髙橋明彦、埴原正和および大越いづみの各氏は社外取締役であります。
なお、当社は、髙橋明彦、大越いづみの両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ております。

２．監査役のうち藤田世潤、二宮照興の両氏は社外監査役であります。なお、当社は、両氏を東京証券
取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役藤田世潤氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。

４．2025年6月24日開催の第102回定時株主総会において、谷津裕司氏は取締役に新たに選任され、就
任いたしました。

５．2025年6月24日開催の第102回定時株主総会終結の時をもって、関根郁也氏、大橋高弘氏および和
田哲義氏は任期満了により退任いたしました。
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２．役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に

関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある
損害を、当該保険契約により補填することとしております。ただし、故意又は重過失に起因
して生じた当該損害は補填されない等の免責事由があります。
当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社および子会社の取締役、監査役および執行

役員であり、保険料は全額当社が負担しております。

３．取締役および監査役の報酬等
（1）取締役および監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の報酬等について、判断の客観性と透明性を高めるため、社外取締役を
含む役員報酬委員会を設置しております。当社は「取締役報酬の方針」について、役員報酬
委員会の審議、答申を踏まえ、取締役会の決議により定めております。
当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容の決定については、役員報酬委員会が、

取締役の個人別の報酬等の内容と決定方針の整合性等を確認した上で、答申しているため、
取締役会も基本的にその答申を尊重し、取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿う
ものであると判断しております。
取締役の個人別の報酬等の具体的な内容については、業績連動報酬として各事業年度の

連結経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益、ROE等の業績を評価することとしており
ます。当該指標を選定した理由は、当社は企業価値の持続的な向上を図るためには、総合的
な収益力の向上が重要であると判断しているためです。当事業年度における当該指標の連結
実績は、連結経常利益3,773百万円、親会社株主に帰属する当期純利益3,220百万円、
ROE12.5％となりました。
また、固定報酬として代表取締役社長を100とする連動方式による職位別年間固定報酬を

定めております。その結果、報酬構成割合は、標準的な業績の場合、おおよそ「固定報酬：
業績連動報酬＝70％：30％」となります。
なお、監査役の報酬は、経営に対する独立性、客観性を重視する観点から固定報酬のみで

構成され、各監査役の報酬額は、監査役の協議によって決定しております。
（2）取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬の額は、2019年６月18日開催の第96回定時株主総会において年額144百
万円以内（うち社外取締役分は年額30百万円以内）と決議しております（使用人兼務取締
役の使用人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち、
社外取締役は３名）です。
監査役の報酬の額は、2014年６月18日開催の第91回定時株主総会において年額36百万

円と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名です。
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（3）取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 報酬等の総額 報酬等の種類別の総額 対象となる
役員の員数固定報酬 業績連動報酬

取 締 役
（うち社外取締役）

66百万円
(19百万円)

47百万円
(19百万円)

18百万円
(ー)

8名
(4名)

監 査 役
（うち社外監査役）

28百万円
(7百万円)

28百万円
(7百万円)

ー
(ー)

3名
(2名)

合 計
（うち社外役員）

95百万円
(26百万円)

76百万円
(26百万円)

18百万円
(ー)

11名
(6名)

（注）１．報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与および賞与は含まれておりません。
２．上記の取締役の支給人員には、2025年６月24日開催の第102回定時株主総会終結の時をもって退

任した取締役3名を含んでおります。
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４．社外役員に関する事項
（1）他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人等との関係

取 締 役 髙 橋 明 彦

鈴 与 ㈱ 代表取締役副社長

鈴与㈱は、当社の株式を保
有する大株主であり、当社
との間には、製品等の運
送・保管等の取引関係があ
ります。

㈱エフエムしみず静岡 取 締 役
㈱エフエムしみず静岡と当
社との間には、特別な関係
はありません。

清 水 港 振 興 ㈱ 代 表 取 締 役
清水港振興㈱と当社との間
には、特別な関係はありま
せん。

取 締 役 埴 原 正 和
双 日 ㈱ リテール・コンシューマーサービス本部

担 当 顧 問

双日㈱は、当社の株式を保
有する大株主であります。
また、当社との間には、商
品供給等の取引関係があり
ます。

双日インフィニティ㈱ 取 締 役
双日インフィニティ㈱と
当社との間には、特別な関
係はありません。

取 締 役 大越 いづみ

㈱チェンジホールディングス 執 行 役 員
㈱チェンジホールディング
スと当社との間には、特別
な関係はありません。

東 宝 ㈱ 取 締 役
（監査等委員）

東宝㈱と当社との間には、
特別な関係はありません。

㈱SRAホールディングス 取 締 役
㈱SRAホールディングスと
当社との間には、特別な関
係はありません。

監 査 役 藤 田 世 潤 銀座K.T.C税理士法人 パ ー ト ナ ー
銀座K.T.C税理士法人と当社
との間には、特別な関係は
ありません。
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区 分 氏 名 兼 職 先 兼職内容 当該他の法人等との関係

監 査 役 二 宮 照 興
丸市綜合法律事務所 弁 護 士

丸市綜合法律事務所と当社
との間には、特別な関係は
ありません。

㈱ 東 京 エ ネ シ ス 取 締 役
（監査等委員）

㈱東京エネシスと当社との
間には、特別な関係はあり
ません。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当社の社外取締役および社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につき、同法第425

条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。
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（3）社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 髙 橋 明 彦 当期開催の取締役会12回全てに出席し、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

取 締 役 埴 原 正 和 当期開催の取締役会12回全てに出席し、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

取 締 役 大 越 いづみ 当期開催の取締役会12回全てに出席し、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。

監 査 役 藤 田 世 潤
当期開催の取締役会12回のうち11回出席し、また、当期
開催の監査役会15回のうち14回出席しております。主に
公認会計士としての立場からの発言を行っております。

監 査 役 二 宮 照 興
当期開催の取締役会12回全てに出席し、また、当期開催
の監査役会15回全てに出席し、議案審議等に必要な発言
を適宜行っております。

（4）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
当社は、より広い視点からの意見を経営の意思決定に反映させるべく、社外取締役を登用

しております。社外取締役には、それぞれが培ってきた豊富な経験と幅広い知識を活かし、
当社において業務執行者から独立した客観的な立場で経営を監督する役割を果たしていただ
くことを期待しております。
区 分 氏 名 果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 髙 橋 明 彦 これまで培ってきた経営者としての経験、幅広い知見に
基づいた発言を取締役会において適宜行っております。

取 締 役 埴 原 正 和 これまで培ってきたビジネス経験に基づいた発言を取締役
会において適宜行っております。

取 締 役 大 越 いづみ これまで培ってきたビジネス経験に基づいた発言を取締役
会において適宜行っております。
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Ⅳ．会計監査人に関する事項
１．会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

２．会計監査人の報酬等の額
区 分 支払額

（1）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 36百万円
（2）当社および当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 56百万円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の報酬等の額を区別しておらず、実質的にも区別できないため、（1）の支払額にはこれらの合計額
を記載しております。

２．監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、過年
度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績および報酬額の推移ならびに会計監査人
の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画および報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査
人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っております。

３．非監査業務の内容
当社の連結子会社であるユニテックフーズ株式会社は当社の会計監査人と同一のネットワー

クに属しているデロイトトーマツ弁理士法人に「特許関連業務」に基づく報酬を支払っており
ます。

４．子会社の監査に関する事項
当社の連結子会社であるFuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.は、タイにおいてKPMGメン

バーファームに対し、監査証明業務に基づく報酬を支払っております。

５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合には、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監査人を解任いたします。この場合、
監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任
した旨と解任の理由を報告いたします。
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Ⅴ．会社の体制および方針
１．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、厳しい業界環境下、安定的な経営成績の確保、強固な経営基盤の確立に努め、株主
の皆様に対しては、安定的な利益還元の継続や自己株式の取得等の資本政策による株主価値の
向上を経営の重要課題としております。配当政策につきましては、連結DOE3.5％以上を目指
し、継続的な安定配当の実施を基本方針としております。
当事業年度の期末配当金につきましては、当期の業績ならびに財務体質の強化と事業拡大に

必要な内部留保の充実等を勘案した上で、2026年５月19日開催の取締役会決議により、
2025年11月26日に公表した通り、10円50銭（1株当たり）となります。
また、すでに2025年9月30日に実施済の中間配当金15円（1株当たり）とあわせまして、

年間配当金は25円50銭（１株当たり）となります。なお2026年1月1日付で、普通株式1株
につき、2株の割合で株式分割を行っており、当事業年度中間配当金につきましては、当該株
式分割前の配当金の額となっております。これによる期末配当金の総額は538,651,806円と
なりました。

（注）１．本事業報告中の記載金額および株式数は表示単位未満を切り捨てております。
２．売上高他の記載金額には消費税等は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 19,317 流 動 負 債 5,528
現 金 及 び 預 金 8,243 買 掛 金 1,889
受取手形、売掛金及び契約資産 3,947 短 期 借 入 金 1,693
商 品 及 び 製 品 3,208 １年内返済予定の長期借入金 312
仕 掛 品 129 未 払 法 人 税 等 646
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,652 未 払 消 費 税 等 57
リ ー ス 投 資 資 産 938 賞 与 引 当 金 185
そ の 他 1,201 そ の 他 744
貸 倒 引 当 金 △3

固 定 負 債 5,260
長 期 借 入 金 2,928

固 定 資 産 19,414 繰 延 税 金 負 債 1,737
有 形 固 定 資 産 3,424 資 産 除 去 債 務 79
建 物 及 び 構 築 物 305 そ の 他 515
機械装置及び運搬具 475 負 債 合 計 10,788
土 地 1,783 純 資 産 の 部
建 設 仮 勘 定 709 株 主 資 本 23,647
そ の 他 149 資 本 金 1,524
無 形 固 定 資 産 67 資 本 剰 余 金 2,048
そ の 他 67 利 益 剰 余 金 20,091
投資その他の資産 15,923 自 己 株 式 △16
投 資 有 価 証 券 13,618 その他の包括利益累計額 4,253
関係会社長期貸付金 1,740 その他有価証券評価差額金 3,879
退職給付に係る資産 275 為替換算調整勘定 274
そ の 他 291 退職給付に係る調整累計額 99
貸 倒 引 当 金 △2 非 支 配 株 主 持 分 43

純 資 産 合 計 27,944
資 産 合 計 38,732 負 債 ・ 純 資 産 合 計 38,732
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連 結 損 益 計 算 書
（自

至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 28,443
売 上 原 価 20,284
売 上 総 利 益 8,159
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,605
営 業 利 益 3,554
営 業 外 収 益

受 取 利 息 49
受 取 配 当 金 206
為 替 差 益 6
そ の 他 45 307

営 業 外 費 用
支 払 利 息 70
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 3
そ の 他 14 87

経 常 利 益 3,773
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 518 518

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 評 価 損 0 1

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,291
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,078
法 人 税 等 調 整 額 △3 1,074

当 期 純 利 益 3,216
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △3
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,220
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貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 10,584 流 動 負 債 2,325
現 金 及 び 預 金 5,151 買 掛 金 ※1 419
受 取 手 形 6 短 期 借 入 金 450
売 掛 金 1,522 １年以内返済予定の長期借入金 312
商 品 及 び 製 品 856 未 払 金 21
仕 掛 品 84 未 払 費 用 ※1 457
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,491 未 払 法 人 税 等 471
前 払 費 用 62 未 払 消 費 税 等 57
リ ー ス 投 資 資 産 463 前 受 金 46
短 期 貸 付 金 885 預 り 金 18
そ の 他 60 賞 与 引 当 金 70
貸 倒 引 当 金 △2 固 定 負 債 3,218

長 期 借 入 金 936
繰 延 税 金 負 債 1,750

固 定 資 産 17,649 預 り 保 証 金 510
有 形 固 定 資 産 2,163 資 産 除 去 債 務 22
建 物 125
構 築 物 20
機 械 装 置 86 負 債 合 計 5,544
車 両 運 搬 具 8 純 資 産 の 部
工 具 器 具 備 品 33 株 主 資 本 18,809
土 地 1,783 資 本 金 1,524
建 設 仮 勘 定 105 資 本 剰 余 金 2,366
無 形 固 定 資 産 42 資 本 準 備 金 2,366
施 設 利 用 権 1 利 益 剰 余 金 14,935
ソ フ ト ウ エ ア 19 利 益 準 備 金 334
ソフトウェア仮勘定 21 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,600

投資その他の資産合計 15,443 研 究 開 発 積 立 金 100
投 資 有 価 証 券 7,812 別 途 積 立 金 12,490
関 係 会 社 株 式 5,112 繰 越 利 益 剰 余 金 2,010
関係会社長期貸付金 2,123 自 己 株 式 △16
前 払 年 金 費 用 200 評価・換算差額等 3,879
そ の 他 196 その他有価証券評価差額金 3,879
貸 倒 引 当 金 △2 純 資 産 合 計 22,688
資 産 合 計 28,233 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,233
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損 益 計 算 書

（自
至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 15,971
売 上 原 価 11,462
売 上 総 利 益 4,508
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,568
営 業 利 益 1,940
営 業 外 収 益

受 取 利 息 52
受 取 配 当 金 437
為 替 差 益 1
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 0
そ の 他 46 539

営 業 外 費 用
支 払 利 息 24
そ の 他 14 38

経 常 利 益 2,441
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 518 518

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 0
子 会 社 株 式 売 却 損 11 11

税 引 前 当 期 純 利 益 2,947
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 795
法 人 税 等 調 整 額 5 800

当 期 純 利 益 2,146
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

フジ日本株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 箕 輪 恵 美 子
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 片 山 行 央

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、フジ日本株式会社の2025年4月1日から2026年3

月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、フジ日本株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人

はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ

の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した
監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

フジ日本株式会社
取 締 役 会 御中

有限責任監査法人トーマツ
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 箕 輪 恵 美 子
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 片 山 行 央

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、フジ日本株式会社の2025年4月1日から

2026年3月31日までの第103期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第103期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告い
たします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査実施計画及び職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び

結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査実施計画及び職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の
整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通
及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制、その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとし
て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当
該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備して
いる旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、
会計監査人と協議を行うとともにその監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月18日
フジ日本株式会社 監査役会

常勤監査役 梶 田 伸 哉 ㊞
社外監査役 藤 田 世 潤 ㊞
社外監査役 二 宮 照 興 ㊞

（注） 監査役藤田 世潤及び監査役二宮 照興は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監
査役であります。

以 上
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駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い申し上げます。
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第103回定時株主総会
その他の電子提供事項
（交付書面省略事項）

業務の適正を確保するための体制
および当該体制の運用状況
連結株主資本等変動計算書
株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表
計算書類の個別注記表

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

上記の事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、インターネット
上の当社ウェブサイト（https://www.fuji-nihon.com/）に掲載することにより
株主の皆様に提供しております。
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Ⅰ．会社の体制および方針
１．業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制について、取締役会で決議した内容は以下のとおりでありま
す。

（1）当社の取締役の職務および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制

① 取締役および使用人は、法令および定款等の遵守はもとより、当社が定める企業理念お
よび行動憲章に則り、誠実に職務を遂行しなければならない。

② コンプライアンス全体を統括する組織として、代表取締役社長を委員長とするコンプラ
イアンス推進委員会を設置し、コンプライアンス体制の推進と充実を図る。

③ コンプライアンスの推進については、「コンプライアンスプログラム」を制定し、役員
および使用人等がそれぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題として捉え、マニュ
アルの配布や啓発および教育を通じて指導する。

④ 代表取締役社長直轄の監査室は、内部監査に関する社内規程に基づき業務執行状況の監
査および報告を行う。

（2）取締役の職務の執行に係わる情報の保存および管理に関する体制
当社の取締役の職務の執行に係わる情報については、取締役会規程および文書管理規程に
基づき、保存媒体に応じて適切に保存管理する。

（3）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① リスク管理については、リスク管理基本方針に則り、代表取締役社長を委員長とする危

機管理委員会において、危機管理規程に基づいたリスクの管理を行うとともに、リスク
の評価・管理体制の構築を行う。

② 災害、事故、不測の事態が発生した場合には、危機対策委員会を設置して、必要な対策
を講じる。

（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を原則月に１回開催する。また必要に応じ臨時取締役会を開催し、機動的な意

思決定を行う。
② 執行役員制を導入することにより、権限と責任を明確にし、意思決定の迅速化を図ると

ともに、業務遂行の効率性を図る。
③ 職務権限規程等の社内規程に基づき、意思決定の対象範囲と決裁基準等を明確にし、責

任の所在を明らかにするとともに業務の効率的な執行を実現する。
④ 中期経営計画および単年度予算を策定し、目標達成に向け具体策を立案・実行する。

（5）当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
① 当社および子会社のコンプライアンス体制の構築を図り、役員および使用人等に対して

企業倫理・法令および定款の遵守を指導することにより、公正かつ適正な業務運営の実
現を図る。
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② 当社は、子会社の自主性を尊重しつつ、事業目的を遂行するよう指導、助成し、相互の
利益を増進する。また、重要案件についての取り扱いや報告等ルールに関して、関係会
社管理規程に定め、グループ経営の一体性を確保するため主管部門を設置して、円滑な
運営の指導にあたる。

③ 監査室は、子会社を含めた業務全般に関する監査を行う。
④ 当社グループの信頼性のある財務報告を作成するために、内部統制委員会を設置し、整

備、運用状況を評価し改善を推進する。
（6）当社の子会社の取締役等の職務の執行に係わる事項の報告に関する体制および当社の子会

社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 関係会社管理規程に基づき、子会社は営業成績、財務状況その他の重要な情報について

当社へ定期的な報告を行う。
② 子会社のリスク管理については、関係会社管理規程に基づき、主管部門にて指示・情報

伝達を行いリスクの把握・管理を行う。
（7）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、および当該使用人に対す
る指示の実効性の確保に関する事項

① 監査役から求められた場合には、監査役と協議のうえ合理的な範囲で監査役の職務を補
助する使用人を任命することとする。

② 当該使用人の任命、評価および異動などにおいて監査役の事前の同意を得る事により、
取締役からの独立性を確保するものとする。

③ 監査役の職務を補助すべき使用人は、他部署の使用人を兼務せず、監査役の指揮命令に
従うことを原則とする。

（8）子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 子会社の社内規程等に基づき、意思決定の対象範囲と決裁基準等を明確にすることによ

り、責任の所在を明らかにするとともに業務の効率的な執行を実現する。
② 中期経営計画および単年度予算を策定し、目標達成に向け具体策を立案・実行する。

（9）当社の取締役および使用人が当社の監査役に報告するための体制
① 取締役会、その他重要な会議において取締役および使用人は随時担当業務の報告を行

う。
② 監査役は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、取締役会の

他、常勤役員会などの重要な会議に出席することができる。
③ 監査役には、稟議書他社内の重要書類を回付する。
④ 監査役は、代表取締役との定期的な会合、取締役および執行役員と必要に応じたレビュ

ーを実施する他、会計監査人、顧問弁護士、顧問税理士および監査室等との連携を図
る。

（10）当社の子会社の取締役等および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が監査役に報
告するための体制

① 当社グループの役職員は、当社の監査役から業務執行に関する事項について報告を求め
られたときは、速やかに適切な報告を行う。
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② 当社グループの役職員は、法令他の違反行為等、当社または当社の子会社に著しい損害
を及ぼすおそれのある事実については、これを発見次第、直ちに当社監査役に対して報
告を行う。

（11）報告をした者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
当社は、当社の監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、当該報告をしたこと
を理由として不利益な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周
知徹底する。

（12）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保する体制および監査役の職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役と代表取締役とは、定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題ならびに監査上
の重要事項等について意見交換し、相互認識を深めるものとする。

② 監査役と会計監査人は、定期的会合を持ち、監査上の重要課題について意見を交換し、
相互認識を深めるものとする。

③ 監査役は監査室と緊密な連携を保つと共に、企画管理部その他各部に対しても、必要に
応じ、協力を求めることができる。

④ 当社は、監査役がその職務について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払
い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用または債務
が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま
たは債務の処理を行う。

（13）反社会的勢力を排除するための体制
当社は、反社会的勢力との関係を一切遮断することを基本に反社会的勢力の排除に向け、
市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは関係を持たず、不当、
不要な要求には一切応じないことをフジ日本行動憲章に定める。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社の当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとお

りであります。
（1）コンプライアンス

代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス推進委員会を開催し、コンプライアンス
に関する重要事項などに関し、担当部署から報告を受けております。また、全役職員へコ
ンプライアンスに関するマニュアルを配布し周知するとともに、入社時研修にてコンプラ
イアンスに関する教育を実施するなどして、コンプライアンス意識の向上に取り組みまし
た。なお、全役職員に対し、コンプライアンス推進委員会の活動内容等について、年に１
回報告を行っております。また、当社はコンプライアンス推進規程に基づき、内部通報窓
口を設置しており、担当部門によって適切に運用を行っております。

（2）取締役の職務執行
取締役会規程に基づき取締役会を開催し、取締役会は法令または定款に定められた事項お
よび経営上重要な事項の決議を行うとともに、職務執行の監督を行っております。また、
社外取締役を選任し、取締役会による当社取締役の職務執行の監督機能を強化しておりま
す。なお、当事業年度においては、取締役会を12回開催しております。

（3）内部監査の実施
監査室が内部監査計画に基づき、当社ならびに当社子会社における業務の適正性や法令遵
守状況等に関する内部監査を実施しております。また、それぞれの検証結果を内部統制報
告書として代表取締役および常勤監査役に対し報告を行っております。

（4）監査役の職務執行
監査役会は、社外監査役２名を含む監査役３名で構成されております。当事業年度におい
ては、15回開催されており、常勤監査役からの会社の状況に関する報告および監査役相
互による意見交換等が行われております。また、監査役は、取締役会を含む重要な会議へ
の出席や代表取締役、会計監査人および監査室と定期的な情報交換を行い、取締役の職務
の執行について監視をしております。
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連結株主資本等変動計算書

（自
至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 1,524 2,048 17,743 △16 21,299
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △872 △872
親会社株主に帰属
する当期純利益 3,220 3,220
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − 2,348 △0 2,348
当 期 末 残 高 1,524 2,048 20,091 △16 23,647

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 為替換算調整勘定 退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 2,506 △14 36 2,528 46 23,874
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △872
親会社株主に帰属
する当期純利益 3,220
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 1,373 288 63 1,725 △3 1,721

当 期 変 動 額 合 計 1,373 288 63 1,725 △3 4,069
当 期 末 残 高 3,879 274 99 4,253 43 27,944
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株主資本等変動計算書

（自
至
2025
2026

年
年

４
３

月
月

１
31

日
日） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
当 期 首 残 高 1,524 2,366 − 2,366
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − − −
当 期 末 残 高 1,524 2,366 − 2,366

（単位：百万円）
株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計利 益

準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益
剰余金
合 計

研究開発
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 334 100 12,490 735 13,660 △16 17,534

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △872 △872 △872

当 期 純 利 益 2,146 2,146 2,146

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 − − − 1,274 1,274 △0 1,274

当 期 末 残 高 334 100 12,490 2,010 14,935 △16 18,809
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（単位：百万円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 2,506 2,506 20,041
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △872
当 期 純 利 益 2,146
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

1,373 1,373 1,373

当 期 変 動 額 合 計 1,373 1,373 2,647
当 期 末 残 高 3,879 3,879 22,688
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連結注記表
Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 ６社

フジ日本商事㈱
ユニテックフーズ㈱
Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.
FUJI NIHON（Thailand）Co.,Ltd.
UNITEC FOODS KOREA Co.,Ltd.
㈱Tastable

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用関連会社の数 7社

太平洋製糖㈱
マ・マーマカロニ㈱
南栄糖業㈱
DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.
上海唯霓食品有限公司
Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.
Thai Nam Tapioca Co.,Ltd.

（2）持分法適用会社の事業年度に関する事項
持分法適用会社のうち、DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd.、上海唯霓食品有限

公司、Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd.及びThai Nam Tapioca Co.,Ltd.
の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計
算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な差異については連結上必要な調
整を行っております。また、南栄糖業㈱の決算日は６月30日であります。連結計
算書類の作成にあたっては、12月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を
使用しており、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調
整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、FUJI NIHON（Thailand）Co.,Ltd.の決算日は12月31日で

あります。連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決
算日との間に生じた重要な差異については連結上必要な調整を行っております。な
お、その他連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産
商 品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっております。
製品、仕掛品、原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。
貯 蔵 品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。
③ デリバティブ

時価法によっております。
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法、その他の有形固定資産については定率法によっております。
また、在外連結子会社については、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物 13〜50年
機械装置及び運搬具 ８〜10年

② 無形固定資産
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、自社利用のソフトウェア５年であります。

（3）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

（4）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。
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② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額の当連結会計

年度負担額を計上しております。
（5）収益及び費用の計上基準

① 収益の認識方法
当社グループは、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを認識し、これ

を取引単位として履行義務を識別しております。
履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の

性質が、特定された財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務で
ある場合には、本人として収益を対価の総額で連結損益計算書に表示しており、特
定された財又はサービスが他の当事者によって提供されるように手配する履行義務
である場合には、代理人として収益を手数料又は報酬の額もしくは対価の純額で連
結損益計算書に表示しております。
取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社グループが権

利を得ると見込んでいる対価の金額であり、当社グループが第三者のために回収す
る額を除いております。また、顧客から取引の対価は、財又はサービスを顧客に移
転する時点から概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりませ
ん。

② 主な取引における収益の認識
① 商品及び製品販売に係る収益

当社グループでは、精製糖及び液糖、食品添加物、切花活力剤、機能性食品素
材、製パンなどの販売を行っております。これら商品及び製品販売に係る収益に
ついては、引き渡し時点において、顧客が当該商品や製品に対する支配を獲得、
履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

② サービス及びその他の販売に係る収益
サービス及びその他の販売に係る収益には、不動産事業における不動産賃貸収

入、受託加工などの収益が含まれております。顧客へ移転することを約束したサ
ービスの識別を行い、個別に会計処理される履行義務を識別し、履行義務が要件
を満たす場合に限り、その基礎となるサービスの履行義務の充足を一時点又は一
定期間にわたり認識しております。
なお、これら収益は、顧客との契約において約束された対価、値引、割戻、そ

の他顧客から受領する別個の財又はサービスと交換に支払われるものでないと判
断された対価を控除した金額で測定しております。
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（6）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度より損益処理することとしております。

（7）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、各社決算日
の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における「為替換算調整勘定」及び「非支配株主持分」に
含めております。

（8）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理により、特

例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針
主として原料糖の輸入取引に係る為替変動リスクを回避するために、外貨建金銭

債権債務の残高の範囲内で、また、借入金の金利変動リスクを回避するために借入
金残高の範囲内で、それぞれヘッジ取引を行っております。
また、デリバティブ取引の利用にあたっては、当社デリバティブ管理規程に従い

行っております。
なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間

において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段
の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎
として判断しております。
なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定

をもって有効性の評価を省略しております。
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Ⅱ 収益認識に関する注記
１．収益の分解

当社グループでは、糖類事業、機能性素材事業、不動産事業、その他のサービスを営ん
でおり、各事業の主な財又はサービスの種類及び売上高は以下のとおりであります。
なお、当社は、2025年４月１日付で組織変更を実施し、経営管理区分を変更いたしま

した。これに伴い、当連結会計年度の期首より、従来「その他」に含まれていたFUJI
NIHON (Thailand) Co.,Ltd.の営む事業等を、「機能性素材事業」に移管するとともに、
「その他」に含まれていた収益の分解情報のうち、「パン類等」につきまして、「機能性食
品」に組み替えて表示しております。
また、当連結会計年度の期首より事業名を従来の「精糖事業」から、「糖類事業」に変

更しております。当該変更は名称変更のみであり、売上高に与える影響はありません。

（単位：百万円）
事業名 財又はサービスの種類 売上高

糖類事業 精製糖、砂糖関連製品 13,444
機能性素材事業 食品添加物 228

機能性食品 13,892
不動産事業 不動産賃貸等 633
その他 切花活力剤 243

（※）不動産事業は、顧客との契約から生じる収益ではない、その他の収益であります。
２．収益を理解するための基礎となる情報

「Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項（5）収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりであります。

Ⅲ 会計上の見積りに関する注記
１．機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品、並びに仕掛品の評価
（1）連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 601百万円
仕掛品 43百万円
なお、当該商品及び製品、並びに仕掛品について在庫評価損を0百万円計上してお
ります。
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（2）見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
① 見積方法

機能性食品素材として製造・販売しているイヌリン商品は、設定されている賞味
期限内での予定販売数量を用いて販売可能性を評価しております。見積りに用いる
予定販売数量は、取締役会にて承認された翌連結会計年度の販売計画を基礎として
おります。

② 主要な仮定
販売可能性の評価に用いられる予定販売数量は、機能性食品市場の需要見込みや

類似機能を有する競合商品の販売開発状況等の一定の仮定に基づいて作成され、当
該仮定は主観性を伴うものであります。

③ 影響
見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動等により見直しが

必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、追加の損失が発
生する可能性があります。

Ⅳ 連結貸借対照表に関する注記
１．顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、それぞれ以下のとおり

であります。
受取手形 6百万円
売掛金 3,940百万円
契約資産 −
契約負債 −

２．担保に供している資産及びこれに対応する債務
借主に対する敷金返還義務
担保に供している資産………土地 145百万円
対応債務………………………預り保証金 57百万円
なお、上記預り保証金は、固定負債の「その他」に含まれております。

３．有形固定資産の減価償却累計額 3,111百万円
４．偶発債務

債務保証
次の関係会社等について、金融機関等からの借入れなどに対し債務保証を行ってお

ります。
DAY PLUS（THAILAND）Co.,Ltd. 748百万円 （154百万バーツ）
太平洋製糖㈱ 37百万円
精糖工業会 11百万円
なお、精糖工業会は当社含め４社による連帯保証であります。当連結会計年度末

の総額は47百万円であります。
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Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度の末日における発行済株式総数

普通株式 51,437,400株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年５月20日
取締役会 普通株式 利益剰余金 487 19.00 2025年３月31日 2025年６月９日
2025年10月31日
取締役会 普通株式 利益剰余金 384 15.00 2025年9月30日 2025年12月８日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年５月19日
取締役会 普通株式 利益剰余金 538 10.50 2026年３月31日 2026年６月８日

Ⅵ 金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については一時的な余資を安全性の高い金融資産で行
い、また、資金調達については必要な資金を銀行借入による方針であります。
デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取

引は行わない方針であります。
（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当
該リスクに関しては、当社及び連結子会社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日
管理及び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を１年ごとに把握する体制とし
ております。
有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する会社の株式であり、市場

価格の変動リスク及び投資先の信用リスクに晒されておりますが、当社の取締役会に
時価や投資先の財務状況等を定期的に報告しております。
長期貸付金は、主に当社が関係会社に対し行っているものであり、当社の取締役が

当該関係会社の取締役会にて定期的な業務遂行報告を受けております。
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営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日でありますが、その一部は原料糖の
輸入に伴う為替変動リスクに晒されており、当該リスクをヘッジするために為替予約
取引を行っております。
短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であります。また、長期借入金は、主

にＭ＆Ａ及び設備投資に必要な資金の調達を目的にしたものであります。
デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた

社内規程に従い、担当部門が行っております。また、定期的に取締役会に状況報告が
なされております。
なお、ヘッジ会計の方法等については「Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本とな

る重要な事項 ４．会計方針に関する事項（8）重要なヘッジ会計の方法」を参照くだ
さい。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り
込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取
引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク
を示すものではありません。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借
対照表計上額881百万円）は、「その他有価証券」には含めておりません。また、現金
は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、買掛金、短期借入金、
未払法人税等、並びに未払消費税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価格と近似す
ることから、注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

（1）リース投資資産 938 942 4
（2）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 7,202 7,202 −
（3）関係会社長期貸付金（※1） 2,603 2,574 △28

資産計 10,743 10,719 △23
（1）長期借入金（※2） 3,240 3,220 △19

負債計 3,240 3,220 △19
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（※1）関係会社長期貸付金には、１年以内返済予定長期貸付金863百万円（連結貸借対
照表計上額）が含まれております。

（※2）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金312百万円(連結貸借対照表計上
額)が含まれております。

（注１）有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券の種類ごとの取得原価等、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

種 類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差 額

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

（1）株式 7,173 1,669 5,503
（2）債券 − − −
（3）その他 − − −

小 計 7,173 1,669 5,503

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

（1）株式 29 36 △7
（2）債券 − − −
（3）その他 − − −

小 計 29 36 △7
合 計 7,202 1,706 5,495

（※）取得原価は減損処理後の帳簿価額によっております。減損処理にあたっては、連結
会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、全て減損
処理を行い、30％〜50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と
認められた額について減損処理を行うこととしております。
なお、当連結会計年度において、投資有価証券についての減損処理を行い、投資有
価証券評価損0百万円を計上しております。

（2）デリバティブ取引
① ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

該当事項はありません。
② ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価
レベル２の時価： レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価
レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ
ベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

有価証券及び投資有価証券
その他有価証券 7,202 − − 7,202
（2） 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：百万円）

区 分 時 価
レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

リース投資資産 − 942 − 942
関係会社長期貸付金 − 2,574 − 2,574

資産計 − 3,517 − 3,517
長期借入金 − 3,220 − 3,220

負債計 − 3,220 − 3,220
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券及び投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル１の時価に分類しております。
リース投資資産
リース投資資産の時価については、リース受取料の合計額を、新規に同様のリース取引

を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算出しており、レベル２の時
価に分類しております。
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関係会社長期貸付金
関係会社長期貸付金の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期ま

での期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベ
ル２の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の概要

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として
賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）や住宅、事業用の土地を所有しております。

２．賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価
（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 連結決算日に
おける時価期首残高 当期増減額 期末残高

賃貸等不動産 985 − 985 10,469
（注１）時価の算定方法は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書の鑑定評価額によって

おります。ただし、第三者からの取得時や直近評価時点から、一定の評価額や適切に市
場価格を反映していると考えられる指標に重要な変動が生じていない場合には、当該評
価額や指標を用いて調整した金額によっております。

３．賃貸等不動産に関する当連結会計年度の損益
（単位：百万円）

賃貸収益 賃貸費用 差 額 その他
（売却損益等）

賃貸等不動産 633 △62 571 −

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 543.88円
２．１株当たり当期純利益 62.77円

（注）当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており
ます。そのため、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり
純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。
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Ⅸ 重要な後発事象
(重要な設備投資)

当社は、2026年２月開催の取締役会において下記の固定資産取得及び新規事業所開設
計画を決議し、2026年４月に工事契約を締結しました。
１．固定資産の取得及び新規事業所開設計画の目的

当社グループは、「食を科学し、世界をパワフルに」のパーパスのもと、長期ビジョ
ン「NEXT VISION 2040」において、世界で闘うフードサイエンス企業を目指して

おります。
この度、経営資源の最適配置、経営効率向上の一環として、サステナブルな製造・営

業・物流・研究開発・品質保証の拠点設置を目指すとともに、世界市場への挑戦を見据
えた日本におけるマザー工場・研究開発の機能を有する拠点設置を目指し、新たな事業
所の開設を予定しております。

２．取得資産の内容
（１）事業所名称 フジ日本株式会社島田事業所
（２）所在地 島田市横井四丁目5809番地４
（３）資産の内容 土地及び建物、工具器具備品
（４）取得価額総額 36億円(予定)

３．取得日程
（１）取締役会決議日 2026年２月27日
（２）事業所用地取得完了 2026年４月13日
（３）工事契約締結日 2026年４月13日

４.今後の業績に与える影響
2027年３月期の業績に重要な影響はありません。

Ⅹ その他の注記
（持分法適用に係る暫定的な会計処理の確定）

当社は、前連結会計年度末より Thai Wah Fuji Nihon Company Ltd. 及びThai
Nam Tapioca Co.,Ltd.を持分法の適用対象に含めております。前連結会計年度において
は、取得原価の配分が未了であったため、暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結
会計年度において取得原価の配分が確定いたしました。
これに伴い、当連結会計年度においてのれん相当額209百万円を認識しております。な

お、当該のれん相当額の償却期間は９年としております。

（注） 連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び注記事項の記載金額
は表示単位未満を切り捨てております。

2026年05月20日 15時59分 $FOLDER; 59ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



― 59 ―

個別注記表
Ⅰ 重要な会計方針に係る事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
（2）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）によっております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（1）商品、製品、仕掛品、原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。

（2）貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法）によっておりま
す。

３．デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法によっております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産 1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては定額法、その他の有形固定資産については定率法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 13〜50年
機械装置 ５〜10年
工具、器具及び備品 ５〜10年

（2）無形固定資産 定額法によっております。
なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウェア５年であります。

5．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準
売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。
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6．引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、賞与支給見込額
の当事業年度負担額を計上しております。

（3）退職給付引当金
(前払年金費用)

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

②数理計算上の差異の処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より損益処理することとし
ております。

7．収益及び費用の計上基準
（1）収益の認識方法

当社は、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを認識し、これを取引単位
として履行義務を識別しております。
履行義務の識別にあたっては、本人か代理人かの検討を行い、自らの履行義務の性

質が、特定された財又はサービスを移転する前に支配し自ら提供する履行義務である
場合には、本人として収益を対価の総額で損益計算書に表示しており、特定された財
又はサービスが他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合に
は、代理人として収益を手数料又は報酬の額もしくは対価の純額で損益計算書に表示
しております。
取引価格は、約束した財又はサービスの顧客への移転と交換に当社が権利を得ると

見込んでいる対価の金額であり、当社が第三者のために回収する額を除いておりま
す。また、顧客から取引の対価は、財又はサービスを顧客に移転する時点から概ね１
年以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

（2）主な取引における収益の認識
① 商品及び製品販売に係る収益

当社では、精製糖及び液糖、食品添加物、切花活力剤、機能性食品素材などの販
売を行っております。これら商品及び製品販売に係る収益については、引き渡し時
点において、顧客が当該商品や製品に対する支配を獲得、履行義務が充足されると
判断し、収益を認識しております。
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② サービス及びその他の販売に係る収益
サービス及びその他の販売に係る収益には、不動産事業における不動産賃貸収

入、受託加工などの収益が含まれております。顧客へ移転することを約束したサー
ビスの識別を行い、個別に会計処理される履行義務を識別し、履行義務が要件を満
たす場合に限り、その基礎となるサービスの履行義務の充足を一時点又は一定期間
にわたり認識しております。
なお、これら収益は、顧客との契約において約束された対価、値引、割戻、その

他顧客から受領する別個の財又はサービスと交換に支払われるものでないと判断さ
れた対価を控除した金額で測定しております。

8．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たしている為替予約等については振当処理により、特例

処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段…為替予約取引
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ取引
ヘッジ対象…借入金の利息

（3）ヘッジ方針
主として原料糖の輸入取引に係る為替変動リスクを回避するために、外貨建金銭債

権債務の残高の範囲内で、また、借入金の金利変動リスクを回避するために、借入金
残高の範囲内で、それぞれヘッジ取引を行っております。
また、デリバティブ取引の利用にあたっては、当社のデリバティブ管理規程に従い

行っております。
なお、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ有効性の判定は、原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相
場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者の変動額等を基礎として
判断しております。
なお、金利スワップの特例処理の要件を満たしているものについては、その判定を

もって有効性の評価を省略しております。
9．退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類における
これらの会計処理の方法と異なっております。
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Ⅱ 表示方法の変更に関する注記
貸借対照表
前事業年度において「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「前払年金費

用」（前事業年度175百万円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度においては独立掲
記することとしております。

Ⅲ 収益認識に関する注記
１．収益の分解

当社では、精糖事業、機能性素材事業、不動産事業、その他のサービスを営んでお
り、各事業の主な財又はサービスの種類及び売上高は以下のとおりであります。
当事業年度の期首より事業名を従来の「精糖事業」から、「糖類事業」に変更してお

ります。当該変更は名称変更のみであり、売上高に与える影響はありません。
（単位：百万円）

事業名 財又はサービスの種類 売上高
糖類事業 精製糖、砂糖関連製品 13,384
機能性素材事業 食品添加物 228

機能性食品 1,513
不動産事業 不動産賃貸等 600
その他 切花活力剤 243

（※）不動産事業は、顧客との契約から生じる収益ではない、その他の収益であります。
２．収益を理解するための基礎となる情報

「Ⅰ 重要な会計方針に係る事項 7．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
ります。

Ⅳ 会計上の見積りに関する注記
機能性素材事業におけるイヌリン商品及び製品の評価
（1）計算書類に計上した金額

商品及び製品 395百万円
なお、当該商品及び製品について在庫評価損を計上しておりません。

（2）見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
連結計算書類「Ⅳ 会計上の見積りに関する注記（2）見積りの内容について計算書

類利用者の理解に資するその他の情報」に記載した内容と同一であります。
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Ⅴ 貸借対照表に関する注記
１．顧客との契約から生じた債権及び契約資産、契約負債の残高は、それぞれ以下のとおり

であります。
受取手形 6百万円
売掛金 1,522百万円
契約資産 −
契約負債 −

２．担保に供している資産及びこれに対応する債務
借主に対する敷金返還義務
担保に供している資産………土地 145百万円
対応債務………………………預り保証金 57百万円

３．有形固定資産の減価償却累計額 1,357百万円
４．偶発債務

債務保証
次の関係会社等について、金融機関等からの借入れなどに対し債務保証を行ってお

ります。
Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd. 1,409百万円 （290百万バーツ）
Fuji Nihon (Thailand) Co., Ltd. 1,215百万円 (250百万バーツ)
DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd. 748百万円 （154百万バーツ）
太平洋製糖㈱ 37百万円
精糖工業会 11百万円

なお、精糖工業会は当社含め４社による連帯保証であります。当事業年度末の総
額は４７百万円であります。

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 1,238百万円
長期金銭債権 2,123百万円
短期金銭債務 279百万円
長期金銭債務 0百万円

Ⅵ 損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高
（1）営業取引

売上高 2,970百万円
仕入高等 3,373百万円

（2）営業取引以外 226百万円
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Ⅶ 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数 普通株式 137,228株

Ⅷ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金否認額 22百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額 1百万円
投資有価証券評価損否認額 16百万円
子会社株式売却損否認額 11百万円
関係会社株式評価損否認額 361百万円
減損損失否認額 21百万円
資産除去債務否認額 6百万円
その他 52百万円

繰延税金資産小計 493百万円
評価性引当額 △397百万円

繰延税金資産合計 96百万円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,783百万円
その他 △63百万円

繰延税金負債合計 △1,847百万円
繰延税金負債の純額 △1,750百万円

Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

その他の
関係会社
の子会社

双日食料㈱ （被所有）
直接 1.6

当社の販売代理店
原料糖の仕入先
役員の兼任

製品及び商品
の販売 10,406 売掛金 993

原料糖の仕入 4,419 買掛金 21
（注）１ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおりま

す。
２ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
① 製品及び商品の販売に係る価格その他取引条件は、他の代理店と同様の条件によっ

ております。
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② 原料糖の購入については、国内及び海外の粗糖相場に基づいてその価格を決定して
おります。

２．子会社等

種 類 会社等の名称
議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科 目 期末残高
（百万円）

子会社 フジ日本商事㈱ （所有）
直接100.0

当社の販売代理店
役 員 の 兼 任

製品及び商
品の販売 2,848 売掛金 276
資 金 回 収 22 短期貸付金

長期貸付金
22

382
子会社 ユニテックフ

ーズ㈱
(所有）

直接100.0 機能性商品の販売 受取配当金 205 ー ー

子会社
Fuji Nihon
Thai Inulin
Co.,Ltd.

（所有）
直接100.0

機能性原材料の販売
債 務 保 証
役 員 の 兼 任

債 務 保 証 1,409 ー ー

子会社
Fuji Nihon
(Thailand)
Co.,Ltd.

（所有）
直接100.0

機能性商品の仕入先
債 務 保 証
役 員 の 兼 任

債 務 保 証 1,215 ー ー

機能性商品
の仕入 1,114 買掛金 109

関連会社
DAY PLUS
(THAILAND)

Co.,Ltd.
（所有）
直接49.0

債 務 保 証
役 員 の 兼 任 債 務 保 証 748 ー ー

関連会社 太平洋製糖㈱ （所有）
直接33.3

精製糖の加工委託
資 金 の 援 助
債 務 保 証
役 員 の 兼 任

資 金 貸 付 1,020 短期貸付金 863
資 金 回 収 839 長期貸付金 1,740
債 務 保 証 37

委託加工費等 1,706 未払費用 144
（注）１ 取引金額には消費税等を含んでおりませんが、期末残高には消費税等を含んでおりま

す。
２ 債務保証は、子会社及び関連会社の金融機関等からの借入れに対するものでありま

す。
３ 取引条件ないし取引条件の決定方針等
① フジ日本商事㈱に対する製品及び商品の販売に係る価格その他の取引条件は、他の

代理店と同様の条件によっております。
② フジ日本商事㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決

定しており、返済条件は期間20年、1年賦返済としております。
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③ Fuji Nihon Thai Inulin Co.,Ltd.に対する債務保証については、年率0.7％、年率
0.3％と年率0.2％の保証料を受領しております。また、FUji Nihon (Thailand)
Co.,Ltd.に対する債務保証については、年率0.3％と年率0.2％の保証料を受領して
おります。DAY PLUS (THAILAND) Co.,Ltd. に対する債務保証については、年
率0.6％と年率0.2％の保証料を受領しております。

④ FUji Nihon (Thailand) Co.,Ltd.に対する機能性商品の仕入に係る価格の取引条件
は1kg当たり100バーツとしております。

⑤ 太平洋製糖㈱に対する債務保証については、保証料を受領しておりません。
⑥ 太平洋製糖㈱に対する貸付金については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定

しており、返済条件は期間５年、半年賦返済としております。
⑦ 太平洋製糖㈱に対する委託加工費等については、他の委託先と同様の条件によって

おります。

Ⅹ １株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 442.28円
２．１株当たり当期純利益 41.85円

（注）当社は、2026年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており
ます。そのため、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり
純資産額、１株当たり当期純利益金額を算定しております。

Ⅺ 重要な後発事象
(重要な設備投資)
連結注記表(重要な後発事象に関する注記)に同一の内容を記載しているため、記載を省略

しております。

（注） 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記事項の記載金額は表示単位未
満を切り捨てております。
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